
第5号

令 和5年12.月18日

公 示

令和6年 度輸送役務の契約希望募集要項

分任支出負担行為担当官

陸上自衛隊中央輸送隊

会計科長 安 部 孝 之

1公 募に付する事項

令和6年 度器材 ・人員等の国内輸送役務及び国外輸送役務

2応 募す る者等 に必要 な資格

(1)予 算決算及 び会計令第70条 及 び第71条 の規定 に該 当 しない者 で あるこ と。 なお 、未成 年

者 、非補佐 人又は被補助 人であって契約締結 のために必要な同意 を得 てい る者 は、同条 中、特別

の理 由がある場合 に該 当す る。

(2)防 衛省 大 臣官房衛生監 、防衛政策 局長 、防衛 装備庁長官又 は陸上幕 僚長か ら 「装備 品等及 び

役務 の調達 に係 る指名 停止等 の要領 」に基づ く指名停止 の措置 を受 けてい る期 間中の者 でない

こ と。

(3)前 号に よ り現 に指名停止 を受 けてい る者 と資本 関係又 は人 的関係 の ある者で あって、当該者

と同種 の物 品の売買又 は製造若 しくは役務 請負 につい て防衛省 と契約 を行お うとす る者 でない

こ と。ここでい う 「資本 関係又 は人 的関係 にある」場合 とは、次に定め る基 準のいずれ かに該 当

す る場合 をい う。

ア 資本 関係 がある場合

次 の(ア)又は(イ)に該 当す る二者 の場合。ただ し、(ア)につ いて は、子会社(会 社法(平 成1

7年 法律第86号)第2条 第3号 及び会社 法施行 規則(平 成18年 法務省令第12号)第3条

の規定 に よる子会社 をい う。以 下同 じ。)又 は(イ)につ いて子会社 の一方 が会社 更生法(昭 和

27年 法律第172号)第2条 第7項 に規定す る更正会社(以 下 「更正会社」 とい う。)又 は

民事再生法(平 成11年 法律第225号)第2条 第4号 に規 定す る再生手続(以 下 「再 生手

続」 とい う。)が 存続 中の会社で ある場合 を除 く。

(ア)親 会社(会 社法第2条 第4号 及び会社法施行規則第3条 の規定 に よる親会社 をい う。

以 下同 じ。)と 子会社 の関係 にある場合

(イ)親 会社 を同 じくす る子会社 同士 の関係 にある場合

イ 人 的関係 にある場合

次 の(ア)又は(イ)に該 当す る二者 の場合。ただ し、(ア)につ いては、更正会社 又は再生手続 中

の会社 である場合 は除 く。

(ア)一 方 の会社 の役員(常 勤又 は非常勤 の取締役 、会計参与、監査役 、執行役員 、理事 、監事



その他 これ らに準ず る者 をいい、社外役 員は除 く。以下 の号 にお いて同 じ。)が 、他 方の会

社 の役員 を現 に兼 ねている場合

(イ)一 方 の会社 の役員 が、他方 の会社 の会社 更生法第67条 第1項 又は民事再生法第64条

第2項 の規定 に よ り選任 され た管財人 を現 に兼ね ている場合

ウ ア又 はイ に掲 げる場合 のほか、資本構成 又 は人的構成 において関連性 の ある一方 の会社 に

よる落札 が他 方の会社 に係 る指 名停止 等の処置 の効果 を事 実上減殺 す るな どア又 はイに掲 げ

る場合 と同視 し得 る資本 関係又 は人 的関係 がある と認 め られ る場合

(4)原 則 、現 に指名 停止 を受 けてい る者 の下請負 につ いては認 めない。 た だ し、真 にや むを得 な

い事 由に該 当す る と省指名停止権者 が認 めた場合 には、 この限 りでない。

(5)令 和4・5・6年 度 の一般 競争(指 名競争)参 加資格(全 省庁統一資格)の 審査 結果通知 を受

けた者 の うち、 「役務 の提供」の格 付 けを されてい る者 。

3説 明会

(1)日 時

ア 令和6年1月11日(木)1000～(会 議室)

イ 令和6年1月16日(火)1400～(融 和館)

(2)場 所

陸上 自衛 隊横浜駐 屯地 会議室又 は融和館

(3)説 明会 に参加 を希望す る者 は、令 和6年1.月10日(火)午 前12時 までに第9項 第1号 ま

で連絡 をす る こと。

(4)公 募 内容 についての説 明会へ の参加 は審 査結果 に影響 を与 えないが、説 明会 で説 明があった

こ とを聞かなかった ことによる不利益 は、参加 しなかった者 の責 に帰す。

4区 分及び応募条件

(1)船 舶輸送 関連

ア 国内にお ける弾薬輸送

(ア)輸 送 に必要 な登録 ・許可 を受 けているこ と。

(イ)弾 薬 を運送可能 な危険物運送船適合証 の交付 を受 けた船舶 の借上 げが可能 である こと。

(ウ)危 険物 の複合一貫輸送 が可能 である こと。

イ 国内にお ける人員 、装備 品等 の一体輸送(そ の1)

(ア)輸 送 に必要 な登録 ・許可 を受 けているこ と。

(イ)下 記 の区域 を運航 可能 な船舶 の借上 げ又 は貸切 りの船舶 を運航 できる こと。

a船 舶 安全法施行規則 で示す 「沿海 区域」 の 日本 国内で、大東諸 島及び小笠原諸 島を除

い た区域

b運 輸省告示第445号(平 成7年7,月27日)で 示す 「限定近海 区域」

c上 記a及 びbと 先 島諸 島(宮 古 島、石垣 島及び与那 国島)の 問

(ウ)人 員 、武器 、車両及び危 険物(火 薬類 、引火性液体類等)の 一体輸送が可能で あるこ と。

(エ)年 間を通 じて官側 の要請 に対応 できる船舶 を確保又 は保 有 してい ること。
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(エ)
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(エ)

ウ 国内にお ける人員 、装備 品等 の一体輸送(そ の2)

(ア)輸 送 に必要 な登録 ・許可 を受 けているこ と。

(イ)船 舶安全法施行規則 で示す 「沿海 区域」 の 日本 国内で、先 島諸 島、大東諸 島及び小笠原

諸 島を除いた区域 を運航可能 な船舶 の借上 げ又 は貸切 りの船舶 を運航 できる こと。

人員 、武器 、車両及び危 険物(火 薬類 、引火性液体類等)の 一体輸送が可能で あるこ と。

年 間を通 じて官側 の要請 に対応 できる船舶 を確保又 は保有 している こと。

米 国にお ける訓練 に伴 う装備 品等輸送

輸送 に必要 な登録 ・許可 を受 けているこ と。

本邦 と米 国間の複合一貫輸送 が可能 である こと。

危 険物(ク ラス1危 険物含む)の 船舶輸送 が可能 である こと。

米 国にお けるDSPラ イセ ンスを取得 できる こと。

(2)航 空輸送 関連

ア 日豪 間の装備 品等輸送

(ア)輸 送 に必要 な登録 ・許可 を受 けているこ と。

(イ)本 邦 と豪州 間の複合一貫輸送 が可能 である こと。

(ウ)危 険物 の航空輸送 が可能 である こと。

イ 日モ ン ゴル 間の装備 品等輸送

(ア)輸 送 に必要 な登録 ・許可 を受 けているこ と。

(イ)本 邦 とモ ンゴル 間の複合一貫輸送 が可能 である こと。

(ウ)危 険物 の航空輸送 が可能 である こと。

ウ 日ベ トナ ム間の装備 品等輸送

(ア)輸 送 に必要 な登録 ・許可 を受 けているこ と。

(イ)本 邦 とベ トナ ム間の複合一貫輸送 が可能 である こと。

(ウ)危 険物 の航空輸送 が可能 である こと。

工 日タイ 問の装備 品等輸送

(ア)輸 送 に必要 な登録 ・許可 を受 けているこ と。

(イ)本 邦 とタイ 間の複合一貫輸送 が可能 である こと。

(ウ)危 険物 の航空輸送 が可能 である こと。

オDAPE及 びDGPEに 関す る輸送

(ア)DAPE及 びDGPE派 遣 ・交代 に伴 う人員輸送

a輸 送 に必要 な登録 ・許可 を受 けている こと。

b25～130名 の人員 が同時に搭乗 で きる国際線 定期旅 客機 又 は国際借上旅客機 を確

保 できるこ と。

(イ)DAPE及 びDGPE派 遣 ・交代 に伴 う装備 品等輸送

a輸 送 に必要 な登録 ・許可 を受 けている こと。

b本 邦 とジブチ共和 国間の複合一貫輸送 が可能 である こと。

c危 険物 の航空輸送 が可能 である こと。



(ウ)DAPE及 びDGPE派 遣 ・交代 に伴 う借上貨物機 による装備 品等輸
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輸送 に必要 な登録 ・許可 を受 けている こと。

本邦 とジブチ共和 国間の複合一貫輸送 が可能 である こと。

危険物 の航空輸送 が可能 である こと。

特大 品重量貨物 を輸送 できる貨物機 の借上 げが可能 である こと。

(3)船 舶 ・航空輸送 関連

日米 間の装備 品等輸送
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輸送 に必要 な登録 ・許可 を受 けているこ と。

本邦 と米 国間の複合一貫輸送 が可能 である こと。

国 お けSラ イセ ンスを取得 できる こと。

危 険物 ・特大 品重量貨物 の船舶輸送 が可能 である こと。

可能 である こと。

輸送 に必要 な登録 ・許可 を受 けているこ と。

本邦 と豪州 間の複合一貫輸送 が可能 である こと。

危 険物 ・特大 品重量貨物 の船舶輸送 が可能 である こと。

可能 である こと。

日 品等輸送

輸送 に必要 な登録 ・許可 を受 けているこ と。

本邦 とフィ リピン間の複合一貫輸送 が可能 である こと。

危 険物 ・特大 品重量貨物 の船舶輸送 が可能 である こと。

可能 である こと。

日 備品等輸送

輸送 に必要 な登録 ・許可 を受 けているこ と。

本邦 とイ ン ドネ シア間の複合一貫輸送 が可能 である こと。

危 険物 ・特大 品重量貨物 の船舶輸送 が可能 である こと。

航 斬 可能 である こと。

(4)ホ ー ク器材梱包 関連

ア 木枠(部 材)作 成 のためのスペー スを確保 でき ること。

イ 特大 品の木枠梱包 を実施 でき るこ と。

ウ 木枠(部 材)組 立 ての作業 隊力 を確保 できる こと。

※ 用語

DAPS

DGPE

派遣海賊対処行動航空隊

派遣海賊対処行動支援隊

上記 の条件 は参考 であ り、そ の他必要 な条件等 がある場合 がある。



5技 術資料 の審査等

(1)応 募者 は、担 当者か ら提 出資料 について説明 を求 め られ た場合 には、協力 しなけれ ばな らな

い 。

(2)応 募者 は、担 当者か ら調査 のため協力依 頼が あった場合 には、事 業所等へ の立 ち入 りを含 め

業態調査 に協力 しなけれ ばな らない。

6審 査結果 の通知

応募者 の うち、履行能力 があ り、競争 に参加 させ るこ とが適 当 と認 め られた者 に対 しては、審

査合格 の通知 を行 う。 その他 の者 に対 しては審査不合格 の通知 を行 う。

7疑 義 の申立

(1)審 査結果 に疑義の ある者 は、分任支 出負 担行為担 当官 に対 して、 当該疑義 の内容 について、

審査不合格通知 を受理 した 日の翌 日か ら起算 して5日 以 内(休 日(行 政機 関 の休 日に関す る法

律(昭 和63年 法律 第91号)第1条 に定め る行政機 関の休 日をい う。以下 同 じ。)を 除 く)に

書面 を もって 申し立 てるこ とができる。

ア 窓 口:中 央輸送 隊会計科契約班

イ 時間:直 接持参す る場合 は休 日を除 く毎 日、午前8時30分 か ら午後5時 まで。ただ し、正

午 か ら午後1時 までの時間を除 く。

(2)分 任支 出負担行 為担 当官 は、疑義 について説明 を求 め られ た ときは、疑義 の申立 を受理 した

日の翌 日か ら起算 して5日(休 日を除 く。)以 内に書面に よ り回答 す る。

(3)疑 義 の再 申 し立てにつ いては、書面に よる回答 を受理 した 日か ら3日(休 日を除 く。)以 内に

書面 を もって 申 し立て るこ とができ、分任 支出負担行為担 当官 は再 申立 の書面 を受理 した 日の

翌 日か ら起算 して3日(休 日を除 く。)以 内に説明 を求 めた者 に対 して書面 によ り回答す る。

8応 募 に当たっての留意事項

応募者 は、応募 にあた り下記事項 につ いて同意 した上 で応募す る もの とす る。

(1)提 出資料 に虚偽 の記載 を した者 は、契約 の相手方 としない。

(2)正 当な理 由がな く資料 を提 出 しなかった者 、業態調査 に協 力 しなか った又 は妨 害 した者 の応

募 は無効 とす る。

(3)審 査後 、資料 に虚偽 の記載 が判 明 した場合、他 の調達要 求に係 る公募 又 は入札等 の参加 を停

止す る ことができる。

(4)資 料等 の作成 、提 出及び説 明会 への参加 並び に業態調査へ の協力 に要す る費用 は応募者 の負

担 とす る。

(5)提 出資料 は、原則 として返却 しない もの とす る。

(6)提 出資料 の内容 に変更 が生 じた場合 は、速や かに変更 の屈 出を しなけれ ばな らない。

(7)応 募者 は、閲覧 した仕様書等 の内容 で一般 に公 開 され ていない情報 につ いて、第 三者 に開示 ・

漏洩 してはな らない。また、契約履行 にあた り保全すべ き情報 が存在す る場合 、知 り得 た保 全情

報 の取扱い を適切 に管理 しなけれ ばな らない。



(8)入 札及び契約心得に記載 されている暴力団排除に関する誓約事項に同意できる。

9公 募参加 申込 に関す る手続等

(1)申 込先及び参加表 明書提 出先

神奈川県横浜市保土 ヶ谷 区岡沢 町273陸 上 自衛 隊横浜駐 屯地

中央輸送 隊会計科契約班 電話0453351151(内 線:338)

担 当:加 瀬

(2)申 込受付期 間

ア 令和6年1月31日(水)午 後5時 まで。

イ 直接提 出す る場合 は、休 日を除 く毎 日、午前8時30分 か ら午後5時 まで。

ウ 令和6年1.月31日(水)午 後5時 以降において も随時受付 け る。ただ し、審査 に時間を要

す る場合 があ り、希望す る調達案件 に間に合 わない ことがある。

(3)提 出書類

参加表 明書(正 本1部 副本1部:様 式及び提 出を求 める技術資料 につ いては別添 の とお り)



参 加 表 明 書

令和6年 度器材 ・人員等の国内輸送役務及び国外輸送役務

標記事業 について、参加 を表明 します。

なお、別添のとお り関係資料を添付 します。

事業区分

1船 舶輸送関連

(1)

(2)

(3)

(4)

2航 空 輸 送 関 連

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

3

(1)

(2)

(3)

(4)

4

国内における弾薬輸送

国内における人員、装備 品等の一体輸送(そ の1)

国内における人員、装備 品等の一体輸送(そ の2)

米国における訓練に伴 う装備 品等輸送

日豪間の装備 品等輸送

日モンゴル間の装備 品等輸送

日ベ トナム間の装備 品等輸送

日タイ問の装備品等輸送

DAPE及 びDGPE派 遣 ・交代 に伴 う人員輸送

DAPE及 びDGPE派 遣 ・交代 に伴 う装備品等輸送

DAPE及 びDGPE派 遣 ・交代 に伴 う借上貨物機 による装備品等輸送

船舶 ・航空輸送関連

日米間の装備 品等輸送

日豪間の装備 品等輸送

日フィ リピン問の装備 品等輸送

日イン ドネ シア間の装備 品等輸送

ホー ク器材梱包関連

ホー ク器材梱包

分任支出負担行為担当官

陸上自衛隊中央輸送隊

会計科長 安 部 孝 之 殿

令和 年 月 日

住 所

提出者名(商 号)(会 社名等)

代表者(役 職名)(氏 名)

担当者氏名 電話番号



国内における弾薬輸送

(船舶輸送関連)

添付資料

1令 和4・5・6年 度一般競争(指 名競争)参 加資格(全 省庁統一参加資格)審 査結果通知書の

写 し

2貨 物利用運送事業の許可証等の写 し

3過 去3年 以内の船舶を借上げた実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾、貨物の概要、使用船舶(会 社、船名)及 び輸送管理組織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

借上げ予定の船舶及び船会社

4過 去3年 以内の危険物 の複合一貫輸送の実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾、貨物の概要、使用船舶(会 社及び船名)及 び輸送管理組織

イ 輸送遅延等の発 生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

国内の危険物の複合一貫輸送要領(船 舶の航路、船舶会社、運航 スケジュール、港湾荷役業者、

陸上輸送業者及び輸送管理組織)



国内における人員、装備品等の一体輸送(そ の1)

(船舶輸送 関連)

添付資料

1令 和4・5・6年 度一般競争(指 名競争)参 加資格(全 省庁統一参加資格)審 査結果通知書の

写 し

2貨 物利用運送事業の許可証等(船 舶の借上げ又は貸切 りの船舶 を運航するために必要な許可証)

の写 し

3年 間を通 じ確保可能又 は保有 している人員、車両及び危険物(火 薬類、引火性液体類等)の 輸送

を実施できる船舶の情報(船 舶検査証及び危険物運送船適合証)

4過 去3年 以内の船舶を借上げた実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾、貨物の概要、使用船舶(会 社及び船名)及 び輸送管理組織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

借上げ予定の船舶及び船会社

5過 去3年 以内の船舶を運航 した実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾(定 期運航航路 を除 く。)、貨物の概要、使用船舶(船 名)及

び運航管理組織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

運航予定の船舶及び船会社

6過 去3年 以内の人員、武器、車両、危険物(火 薬類、引火性液体類等)の 一体輸送の実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾、危険物の概要、使用船舶(会 社及び船名)及 び運航管理組

織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

国内の人員、武器 、車両及び危険物(火 薬類、引火性液体類等)の 一体輸送要領(船 舶会

社、船名、運航スケジュール及び運航管理組織)



国内における人員、装備品等の一体輸送(そ の2)

(船舶輸送 関連)

添付資料

1令 和4・5・6年 度一般競争(指 名競争)参 加資格(全 省庁統一参加資格)審 査結果通知書の

写 し

2貨 物利用運送事業の許可証等(船 舶の借上げ又は貸切 りの船舶 を運航するために必要な許可証)

の写 し

3年 間を通 じ確保可能又 は保有 している人員、車両及び危険物(火 薬類、引火性液体類等)の 輸送

を実施できる船舶の情報(船 舶検査証及び危険物運送船適合証)

4過 去3年 以内の船舶を借上げた実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾、貨物の概要、使用船舶(会 社及び船名)及 び輸送管理組織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

借上げ予定の船舶及び船会社

5過 去3年 以内の船舶を運航 した実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾(定 期運航航路 を除 く。)、貨物の概要、使用船舶(船 名)及

び運航管理組織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

運航予定の船舶及び船会社

6過 去3年 以内の人員、武器、車両、危険物(火 薬類、引火性液体類等)の 一体輸送の実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾、危険物の概要、使用船舶(会 社及び船名)及 び運航管理組

織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

国内の人員、武器 、車両及び危険物(火 薬類、引火性液体類等)の 一体輸送要領(船 舶会

社、船名 、運航スケジュール及び運航管理組織)



米国における訓練に伴 う装備品等輸送

(船舶輸送関連)

添付資料

1令 和4・5・6年 度一般競争(指 名競争)参 加資格(全 省庁統一参加資格)審 査結果通知書の

写 し

2貨 物利用運送事業の許可証等の写 し

3過 去3年 以内の本邦 と米国間の複合一貫輸送 の実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾、貨物の概要、使用船舶(会 社及び船名)及 び輸送管理組織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

本邦 と米国間の危険物の複合一貫輸送要領(本 邦 と米国間の使用船舶、船舶会社、運航 スケジ

ュール、米 国内の通関業者、米国にお ける陸上輸送業者、米国における輸出入の手続 き要領及び

輸送管理組織)

4過 去3年 以内の危険物 の船舶輸送の実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾、貨物の概要、使用船舶(会 社及び船名)、輸送管理組織及び

クラス1(危 険物)の 船舶輸送の実績

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

クラス1(危 険物)を 含む危険物の受託が可能な船舶会社、荷役可能 な港湾、米国港湾 におけ

る荷役、米国にお ける陸上輸送業者及び輸送管理組織

5過 去3年 以内の米国におけるDSPラ イセ ンス取得の実績

(1)実 績がある場合

取得時期、貨物の概要及び手続きに必要な期間

(2)実 績が無い場合

米国におけるDSPラ イセ ンスの取得手順(米 国におけるDSPラ イセンスの種類、米 国の申

請先、DSP取 得担任業者、調整系統、取得 に必要な期間及び取得 に必要な書類)



日豪間の装備品等輸送

(航空輸送関連)

添付資料

1令 和4・5・6年 度一般競争(指 名競争)参 加資格(全 省庁統一参加資格)審 査結果通知書の

写 し

2貨 物利用運送事業の許可証等の写 し

3過 去3年 以内の本邦 と豪州 間の複合一貫輸送 の実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾、貨物の概要、使用船舶(会 社及び船名)及 び輸送管理組織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

本邦 と豪州間の複合一貫輸送要領(本 邦 と豪州 間の航空機(旅 客及び貨物)の 航路、航空会社、

運航スケジュール、豪州 内の通関業者、豪州における陸上輸送業者、豪州にお ける輸出入 の手続

き要領(特 に検疫 に係 る対応要領)及 び輸送管理組織)

4過 去3年 以内の危険物 の航空輸送の実績

(1)輸 送時期、輸送区間、使用空港 、貨物の概要、使用航空機(会 社及び航空機の種類)及 び輸送

管理組織

(2)輸 送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原因及び処置対策



日モンゴル間の装備品等輸送

(航空輸送関連)

添付資料

1令 和4・5・6年 度一般競争(指 名競争)参 加資格(全 省庁統一参加資格)審 査結果通知書の

写 し

2貨 物利用運送事業の許可証等の写 し

3過 去3年 以内の本邦 とモ ンゴル問の複合一貫輸送の実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾、貨物の概要、使用船舶(会 社及び船名)及 び輸送管理組織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

本邦 とモ ンゴル問の複合一貫輸送要領(本 邦 とモンゴル問の航空機 の航路、航空会社、運航 ス

ケジュール、モンゴル内の通関業者、モンゴル にお ける陸上輸送業者、モ ンゴルにおける輸出入

の手続き要領及び輸送管理組織)

4過 去3年 以内の危険物 の航空輸送の実績

(1)輸 送時期、輸送区間、使用空港 、貨物の概要、使用航空機(会 社及び航空機の種類)及 び輸送

管理組織

(2)輸 送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原因及び処置対策



日ベ トナム間の装備品等輸送

(航空輸送関連)

添付資料

1令 和4・5・6年 度一般競争(指 名競争)参 加資格(全 省庁統一参加資格)審 査結果通知書の

写 し

2貨 物利用運送事業の許可証等の写 し

3過 去3年 以内の本邦 とベ トナム問の複合一貫輸送の実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾、貨物の概要、使用船舶(会 社及び船名)及 び輸送管理組織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

本邦 とベ トナム問の複合一貫輸送要領(本 邦 とベ トナム問の航空機 の航路、航空会社、運航 ス

ケジュール、ベ トナム内の通関業者、ベ トナムにお ける陸上輸送業者、ベ トナムにおける輸出入

の手続き要領及び輸送管理組織)

4過 去3年 以内の危険物 の航空輸送の実績

(1)輸 送時期、輸送区間、使用空港 、貨物の概要、使用航空機(会 社及び航空機の種類)及 び輸送

管理組織

(2)輸 送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原因及び処置対策



日タイ問の装備品等輸送

(航空輸送関連)

添付資料

1令 和4・5・6年 度一般競争(指 名競争)参 加資格(全 省庁統一参加資格)審 査結果通知書の

写 し

2貨 物利用運送事業の許可証等の写 し

3過 去3年 以内の本邦 とタイ 間の複合一貫輸送 の実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾、貨物の概要、使用船舶(会 社及び船名)及 び輸送管理組織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

本邦 とタイ間の複合一貫輸送要領(本 邦 とタイ問の航空機 の航路、航空会社、運航 スケジュー

ル、タイ内の通 関業者、タイにお ける陸上輸送業者、タイ における輸出入の手続 き要領及び輸送

管理組織)

4過 去3年 以内の危険物 の航空輸送の実績

輸送時期、輸送区間、使用空港、貨物の概要、使用航空機(会 社及び航空機 の種類)及 び輸送管

理組織



DAPE及 びDGPE派 遣 ・交代 に伴 う人員輸送

(航空輸送 関連)

添付資料

1令 和4・5・6年 度一般競争(指 名競争)参 加資格(全 省庁統一参加資格)審 査結果通知書の

写 し

2旅 行業の許 可証等の写 し

3過 去3年 以 内の130名 以上の人員が同時 に搭乗で きる国際線定期旅 客機及び 国際借上旅 客機

を確保 ・輸送 した実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、人員数、使用航空会社及び輸送管理組織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

本邦 とジブチ共和国間の人員輸送要領(本 邦 とジブチ共和国間の航空機 の航路、航空会社、運

航スケジュール及び輸送管理組織)



DAPE及 びDGPE派 遣 ・交代 に伴 う装備 品等輸送

(航空輸送 関連)

添付資料

1令 和4・5・6年 度一般競争(指 名競争)参 加資格(全 省庁統一参加資格)審 査結果通知書の

写 し

2貨 物利用運送事業の許可証等の写 し

3過 去3年 以内の本邦 とジブチ共和国間の複合一貫輸送 の実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用空港、貨物の概要、使用航空機(会 社及び航空機 の種類)及 び輸

送管理組織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

本邦 とジブチ共和国間の複合一貫輸送要領(本 邦 とジブチ共和国間の航空機 の航路、航空会社、

運航スケジュール、ジブチ共和国内の通関業者 、ジブチ共和国内における陸上輸送業者、ジブチ

共和国における輸 出入 の手続き要領及び輸送管理組織)

4過 去3年 以内の危険物 の航空輸送の実績

(1)輸 送時期、輸送区間、使用空港、貨物の概要、使用航空機(会 社及び航空機の種類)及 び輸送

管理組織

(2)輸 送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原因及び処置対策



DAPE及 びDGPE派 遣 ・交代 に伴 う

借 上貨物機 に よる装備品等輸送

(航空輸送 関連)

添付資料

1令 和4・5・6年 度一般競争(指 名競争)参 加資格(全 省庁統一参加資格)審 査結果通知書の

写 し

2貨 物利用運送事業の許可証等の写 し

3過 去3年 以内の本邦 とジブチ共和国間の複合一貫輸送 の実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用空港、貨物の概要、使用航空機(会 社及び航空機 の種類)及 び輸

送管理組織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

本邦 とジブチ共和国間の複合一貫輸送要領(本 邦 とジブチ共和国間の航空機 の航路、航空会社、

運航スケジュール、ジブチ共和国内の通関業者 、ジブチ共和国内における陸上輸送業者、ジブチ

共和国における輸 出入 の手続き要領及び輸送管理組織)

4過 去3年 以内の危険物 の航空輸送の実績

(1)輸 送時期、輸送区間、使用空港、貨物の概 要、使用航空機(会 社及び航空機の種類)及 び輸送

管理組織

(2)輸 送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原因及び処置対策

5過 去3年 以内の特大品重量貨物 を輸送できる貨物機 を借上げた実績

(1)輸 送時期、輸送区間、使用空港 、貨物の概要、使用航空機(会 社及び航空機の種類)及 び輸送

管理組織

(2)輸 送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原因及び処置対策



日米間の装備品等輸送

(船舶 ・航空輸送関連)

添付資料

1令 和4・5・6年 度一般競争(指 名競争)参 加資格(全 省庁統一参加資格)審 査結果通知書の

写 し

2貨 物利用運送事業の許可証等の写 し

3過 去3年 以内の本邦 と米国間の複合一貫輸送 の実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾又 は空港、貨物の概要、使用船舶及び航空機(会 社、船名及

び航空機 の種類)及 び輸送管理組織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

本邦 と米国間の複合一貫輸送要領(本 邦 と米 国間の使用船舶及び航空機 の航路、船舶及び航空

会社、運航 スケジュール、米国内の通関業者、米 国における陸上輸送業者、米国における輸出入

の手続き要領及び輸送管理組織)

4過 去3年 以内の危険物 の航空輸送の実績

(1)輸 送時期、輸送 区間、使用港湾、貨物 の概要、使用船舶(会 社及び船名)及 び輸送管理組織

(2)輸 送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原因及び処置対策

5過 去3年 以内の危険物 の航空輸送の実績

(1)輸 送時期、輸送区間、使用空港、貨物の概要、使用航空機(会 社及び航空機の種類)及 び輸送

管理組織

(2)輸 送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原因及び処置対策

6過 去3年 以内の米国におけるDSPラ イセ ンス取得の実績

(1)実 績がある場合

取得時期、貨物の概要及び手続きに必要な期間

(2)実 績が無い場合

米国におけるDSPラ イセ ンスの取得手順(米 国におけるDSPラ イセンスの種類、米 国の申

請先、DSP取 得担任業者、調整系統、取得 に必要な期間及び取得 に必要な書類)



日豪間の装備品等輸送

(船舶 ・航空輸送関連)

添付資料

1令 和4・5・6年 度一般競争(指 名競争)参 加資格(全 省庁統一参加資格)審 査結果通知書の

写 し

2貨 物利用運送事業の許可証等の写 し

3過 去3年 以内の本邦 と豪州 間の複合一貫輸送 の実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾又 は空港、貨物の概要、使用船舶及び航空機(会 社、船名及

び航空機 の種類)及 び輸送管理組織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

本邦 と豪州間の複合一貫輸送要領(本 邦 と豪州問の使用船舶及び航空機 の航路、船舶及び航空

会社、運航 スケジュール、豪州内の通関業者、豪州における陸上輸送業者、豪州 における輸出入

の手続き要領(特 に検疫に係 る対応要領)及 び輸送管理組織)

4過 去3年 以内の危険物、特大品重量貨物 の船舶輸送の実績

(1)輸 送時期、輸送 区間、使用港湾、貨物 の概要、使用船舶(会 社及び船名)及 び輸送管理組織

(2)輸 送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原因及び処置対策

5過 去3年 以内の危険物 の航空輸送の実績

(1)輸 送時期、輸送区間、使用空港、貨物の概要、使用航空機(会 社及び航空機の種類)及 び輸送

管理組織

(2)輸 送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原因及び処置対策



日フィリピン問の装備品等輸送

(船舶 ・航空輸送 関連)

添付資料

1令 和4・5・6年 度一般競争(指 名競争)参 加資格(全 省庁統一参加資格)審 査結果通知書の

写 し

2貨 物利用運送事業の許可証等の写 し

3過 去3年 以内の本邦 とフィリピン問の複合一貫輸送の実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾又は空港、貨物の概要、使用船舶及び航空機(会 社、船名

及び航空機の種類)及 び輸送管理組織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

本邦 とフィリピン問の複合一貫輸送要領(本 邦 とフィ リピン間の使用船舶及び航空機の航

路、船舶及び航空会社、船舶及び航空定期便 の運航スケジュール、フィリピン内の通関業者、

フィ リピンにおける陸上輸送業者、フィリピンにお ける輸 出入 の手続 き要領及び輸送管理組

織)

4過 去3年 以内の危険物、特大品重量貨物 の船舶輸送の実績

(1)輸 送時期、輸送 区間、使用港湾、貨物 の概要、使用船舶(会 社及び船名)及 び輸送管理組織

(2)輸 送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原因及び処置対策

5過 去3年 以内の危険物 の航空輸送の実績

(1)輸 送時期、輸送 区間、使用空港、貨物 の概要、使用航空機(会 社及び航空機の種類)及 び輸

送管理組織

(2)輸 送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原因及び処置対策



日イ ン ドネシア間の装備品等輸送

(船舶 ・航空輸送 関連)

添付資料

1令 和4・5・6年 度一般競争(指 名競争)参 加資格(全 省庁統一参加資格)審 査結果通知書の

写 し

2貨 物利用運送事業の許可証等の写 し

3過 去3年 以内の本邦 とイ ン ドネ シア問の複合一貫輸送の実績

(1)実 績がある場合

ア 輸送時期、輸送区間、使用港湾又 は空港、貨物の概要、使用船舶及び航空機(会 社、船名及

び航空機 の種類)及 び輸送管理組織

イ 輸送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原 因及び処置対策

(2)実 績が無い場合

本邦 とイ ン ドネ シア問の複合一貫輸送要領(本 邦 とイン ドネ シア間の使用船舶及び航空機の航

路、船舶及び航空会社、船舶及び航空定期便の運航スケジュール、イ ン ドネシア内の通関業者、

イン ドネ シアにお ける陸上輸送業者、イ ン ドネシアにおける輸 出入 の手続き要領及び輸送管理組

織)

4過 去3年 以内の危険物、特大品重量貨物 の船舶輸送の実績

(1)輸 送時期、輸送 区間、使用港湾、貨物 の概要、使用船舶(会 社及び船名)及 び輸送管理組織

(2)輸 送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原因及び処置対策

5過 去3年 以内の危険物 の航空輸送の実績

(1)輸 送時期、輸送区間、使用空港 、貨物の概要、使用航空機(会 社及び航空機の種類)及 び輸送

管理組織

(2)輸 送遅延等の発生 した場合

遅延等の概要、原因及び処置対策



ホーク器材梱包

添付資料

1令 和4・5・6年 度一般競争(指 名競争)参 加資格(全 省庁統一参加資格)審 査結果通知書の

写 し

2木 枠(部 材)作 製に使用できる作業場所の概要

施設の場所及び施設の規模(寸 法)

3過 去3年 以内の特大品の木枠梱包の実績

実施時期、実施場所、梱包要領、梱包のための設計図及び貨物の概要

4木 枠(部 材)作 製及び組立て作業のため、約1ヶ.月 間に従事できる平均作業員数


